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はじめに
ペティ＝クラークの法則によれば、経済発展、所得向上とともに、産業別所得構成は第１次
産業から第２次産業へ、そして第２次産業から第３次産業へとシフトしていく。つまり、経済
発展が進めば進むほど、サービス経済化が進展する。実際日本では第３次産業が就業者数の約
65％を雇用し、ＧＤＰの72％を生み出している。同様に第３次産業の就業者数は米国で約75％、
英国、フランスで約70％に達している。
経済成長に伴うサービス経済化、経済活動のグローバル化、ＩＴ革命の進展、世界的なサー
ビス貿易自由化、そしてサービス事業に取り組むメーカーの拡大等に伴い、サービス・ビジネ
スの国際化、サービス多国籍企業（SMN: Service Multinationals）の事業規模・活動地域のさらな
る拡大が進んでいる。それにより国際経済に占めるサービス貿易のポジションも強まっている。
第Ⅱ節でみるように今やサービス貿易は統計的に貿易全体の５分の１を占めるに至っている。
統計に現れない部分を考慮すれば、国際経済に占めるサービス・ビジネスの割合はさらに大き
いといえよう。そして、上記の諸要因が今後も進展していく可能性が高いことを考えると、サ
ービス・ビジネスの国際化はますます進展しそれだけ国際経済で果たす役割もまた大きくなろ
う。
このような状況を鑑みると、サービス貿易に関する学術研究をより充実させることが焦眉の
課題と考えられる。特に従来の貿易理論は基本的に財貿易をその説明対象として構築されてき
た。はたしてこれらの従来理論がサービス貿易の説明にも適用できるのかは重大な問題である。
もし何らかの問題がみつかれば、サービス貿易を説明するための理論を新たに構築しなければ
ならない。
そこで拙稿は、今後展開するサービス貿易研究のための準備作業と若干の理論的検討を行う。
第Ⅰ節では、サービスの特徴および類型化を行った後、サービス貿易の特性と類型化を行うこ
とでサービス貿易研究のための概念的基盤を整備する。第Ⅱ節では、ＩＭＦの Balance of
Payments Statistics を用いてこの約15年間のサービス貿易の動向を統計的に概観する。第Ⅲ節で
は、数ある貿易理論のなかでももっとも基本的な位置づけにある比較優位理論とヘクシャー＝
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オリーン理論のサービス貿易への適用可能性について、Deardorff（1985）をベースに若干の検
討を行う。
第Ⅰ節　サービス貿易の特性と形態
サービス貿易そのものの議論を始める前に、まずサービスとは何か、そしていかなる性質を
もつか、について明らかにしなければならない。サービスについてもっとも議論・研究を積み
重ねてきたのは、おそらくマーケティング論であろう。その成果のなかには、サービス貿易の
議論とあまり関係ないものもあるかもしれないが、十分関連があり考慮に入れるべきものも数
多く存在する。そこで、サービス・マーケティングの研究成果も取り入れながら、サービスの
定義および性質、さらにサービス・ビジネスの分類について検討する。その上で貿易の形態お
よび特徴について考えていく。
サービスの特性と分類
Hill（1977）は、財を「所有可能な、それゆえ経済単位間で譲渡可能な物体（p.317）」とした上
で、サービスを「（状態変化が生じる）人間もしくは財を所有する経済単位との事前の合意の
下、他の経済単位の行為によって引き起こされる人間、もしくはある経済単位に所有される財
の状態変化（p.318）」と捉えている
1
。
サービスと財の相違点はこれまで数多く指摘されているが、そのほとんどはサービスが「行
為」であることから生じている。もっとも一般的に挙げられるのは、以下の４点である
2
。
（1）無形性（intangibility）
サービスは「行為」であるため、基本的に無形である。したがって、購入前にそのサービ
スの内容および効用を十分に評価することは、財と比べ困難である。これは、マーケティン
グの議論において特に注目される特性である。サービスの国際取引という視点から考えると、
これは情報の非対称性を生み出す要因となると考えられる。
（2）不可分性（inseparability）
サービスは「行為」であるため、生産されると同時に消費される。つまりサービスの生産
と消費は同時に起きなければならない、つまり不可分である。
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（3）消滅性（perishability）
（2）の不可分性と同様にサービスは「行為」であるため、貯蔵しておくことは（在庫）でき
ない。したがって、需要変動に対し需要が供給を下回る時期に過剰生産分を貯蔵し、逆の時
期に市場に放出するといった有形財ならば可能な方策は採れない。この性質を貿易に反映さ
せるならば、航空機や船舶等でサービスを国際輸送できないことを意味している。
（4）変動性（variability）
財の場合、同一の技術、設備、工員を用いれば生産される財の品質を一定に保つのはそれ
ほど困難でない。しかしサービスの場合、提供されるサービスの品質を一定に維持すること
はより困難である。これは主に、顧客と相互作用しながらサービス生産が行われることから
生じる特性である。
以上が、サービスと財とを比較した場合に観察される一般的な相違点である。しかし、サー
ビスと一言でいっても現実世界に存在するサービスは実に多種多様であり、なかには技術進歩
等により上述の特性をもたないサービスも存在する。したがって十把一からげにサービス貿易
を論じるのは適切ではない。そこで、サービスの類型化を行った上で議論を進めた方が適切だ
と考えられる。
これまで、さまざまな角度からの類型化が行われてきた。たとえば Lovelock and Wright
（1999）では、類型化の切り口として、サービス・プロセスの有形／無形の度合い、サービス・
プロセスの直接の受け手、サービス・デリバリーの場所・時間、カスタマイゼーションか標準
化か、顧客とのリレーションシップとの在り方、需要と供給がバランスされる程度、施設・設
備・人がサービス・エクスペリエンスを構成する度合い、の７点を紹介している。また Baron
and Harris（1995）は分類方法として、サービス・オペレーションの次元に基づく分類、有形性
の程度に基づく分類、サービスを実行する際の顧客－従業員の存在を基礎にした分類、サービ
スの「演劇」アナロジーに基づく分類、そしてカスタマイゼーション／エンパワーメントに基
づく分類、の５つを挙げている。このように分類の切り口はさまざまである。
これらはより詳細に、個々のサービスの貿易についてより実務的に考察していく場合には特
に有効であろう。しかし、より包括的かつ理論的にサービス貿易を考えていく場合には、Hill
（1977）や Lovelock and Wright（1999）等で示されているもっとも基本的な類型化が特に有効であ
ると考えられる
3
。それは「サービス（行為）の対象」および「その対象に生じさせる変化の
性質」である。前者については「人」と（ある経済主体が所有する）「財」とに、後者につい
ては対象に生じさせる変化が「有形」的か「無形」的かに分類される。この結果、図表1-1の
ような２×２のマトリクスが描かれる。「人」に対し「有形」の変化を生じさせる「人の身体
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に向けられるサービス」、「所有物」に対し「有形」の変化を生じさせる「物理的な所有物に向
けられるサービス」、「人」に対し「無形」の変化を生じさせる「人の心・精神・頭脳に向けら
れるサービス」、「所有物」に対し「無形」の変化を生じさせる「無形の財産に向けられるサー
ビス」の４つに類型化される。
サービス貿易との関連でまず重要と考えられるのは、対象に生じさせる変化が「有形」か
「無形」か、である。まず少なくとも「無形」の変化の場合には、サービスの生産者と消費者
とが物理的に直接接触する必然性は必ずしもない。たとえば音楽鑑賞の場合、コンサート・ホ
ールに行かずともテープやＣＤによって好きなアーティストの音楽を楽しむことはできる。さ
らに「有形」のサービスであっても対象が「財」の場合、サービスの対象となる財は物理的に
サービス提供の場に存在する必要があるが、消費者自身にその必要はない。
サービス貿易の特性と形態
以上で検討したように、サービスには財と異なる性質が多くある。サービスは本質的に「行
為」であり無形である。このようなサービスが、果たして通常の財と同様に貿易可能なのであ
ろうか。ここで特に問題となるのは、サービスの不可分性と消滅性である。サービスは生産さ
れると同時に消費され、また在庫することもできない。貿易とはある国の居住者と非居住者と
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の間の、より具体的には国籍の異なるサービスの生産者と消費者との間の取引を指す。サービ
ス特性を考慮するならば、サービス貿易のためには国籍の異なる生産者と消費者がどこかで接
触する、すなわち生産者と消費者双方もしくは一方が国境を超えて移動しなければならない。
しかし、すでにサービスの類型化でも議論したようにサービスのなかには、生産者と消費者が
直接接触する必要性がないものも存在する。
以上より生産者と消費者の（国境を超えた）移動に基づいたサービス貿易の類型化が考えら
れる。生産者が移動するか否か、消費者が移動するか否かにより、計４つのサービス貿易形態
が識別される
4
。サービス貿易に関するこのような類型化は比較的多くなされており、一般性
が高いとみなしてもよかろう。
（1）生産者、消費者ともに移動がない場合
サービスは輸出国で生産された後国際的に取引される。通常の財と同様に、サービスが輸
出国・輸入国間の国境を超えることになる。輸出国で生産されたサービスの内容を何らかの
通信手段を通じ輸入国にいる消費者に伝達するか、テープ、ディスク等の物理的メディアに
保存しそれを輸入国へ輸送することで、サービス貿易が生じる。ただし、後者のように物理
的メディアに保存し貿易した場合、たとえば書籍、ソフトウェア、音楽ＣＤ、建造物の設計
図等々、これは財貿易と捉えるかサービス貿易と捉えるかという問題が生じる。これについ
てここでは特に議論しないが、サービス貿易統計上問題が生じることは想像に難くない。
（2）生産者のみが移動する場合
生産者が輸入国に出向きサービスを提供する、つまりサービスを生産するのがこのケース
である。アーティストの海外公演、外国人技師やコンサルタントの短期出張によるサービス
提供、さらにはサービス生産企業が輸入国に活動拠点を設立してサービス提供を行うケース
等が考えられる。ここで特に重要なのは、消費国でサービスを生産する手段の一部またはす
べてが、輸出国・輸入国間の国境を超えて移動しているということである。つまり、生産要
素の国際移動が起きているということである。
（3）消費者のみが移動する場合
消費者が生産者の下（輸出国）まで出向きそこでサービスを消費するのがこのケースであ
る。代表的なものとして海外旅行、留学、さらに規制、医者の技術・施設等の要因で輸入国
では実施できない医療サービス等が挙げられる。ただし、ある大学が（輸入国に）海外分校
を設立したり、医者自身が海外渡航し手術を実施する場合もある。この場合は、同じ教育、
医療サービスであっても、サービス貿易形態は（2）の生産者のみ移動に分類される。海外渡
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航先で自国企業によるサービスを受けた場合にはどうなるのであろうか。たとえば日本人旅
行者が中国で日系資本の小売店やレストランで買い物や食事をした場合にはどうなるのであ
ろうか。論理的にはサービス貿易は生じないはずである。しかし、小売店やレストラン側が
顧客の国籍をチェックし財務処理に反映させているとは考えにくく、統計上把握するのは困
難であろう。現時点でサービス貿易全体に占める割合はほんのわずかであろうが、海外渡航
者の増大およびサービス企業の多国籍化を考えると、このようなケースが増えていく可能性
がある。
（4）生産者、消費者ともに移動する場合
生産者および消費者ともに移動し、生産国でも消費国でもない第３国でサービスの生産と
消費が行われるのがこのケースである。他のケースに比べると、このケースが発生する割合
は少ないと思われる。しかし上述のように、（消費者の）海外渡航や多国籍化するサービス
企業が増大していけば、このタイプのサービス貿易も量的に増えていく可能性があると思わ
れる。
またＧＡＴＳの場合は、以下のように類型化している。
（1）第１モード（国境を超える取引）：いずれかの加盟国の領域から他の加盟国の領域へのサ
ービス提供
（2）第２モード（海外における消費）：いずれかの加盟国の領域内におけるサービスの提供で
あって、他の加盟国のサービス消費者に対して行われるもの
（3）第３モード（業務上の拠点を通じてのサービス提供）：いずれかの加盟国のサービス提供
者によるサービスの提供であって他の加盟国の領域内の業務上の拠点を通じて行われるもの
（4）第４モード（自然人の移動によるサービス提供）：いずれかの加盟国のサービス提供者に
よるサービスの提供であって他の加盟国の領域内の加盟国の自然人の存在を通じて行われる
もの
このＧＡＴＳの類型化は、上記の類型化のうち「（4）生産者、消費者ともに移動」を省略し、
かつ「（2）生産者のみが移動」の「生産者」を「業務上の拠点」と「自然人」へと細分化した
ものである。まず前者の相違点について、基本的に生産者か消費者いずれかの移動がなければ
サービス貿易は生じないというもっとも重要な特徴が反映されていれば双方の移動を考慮せず
とも、統計作成に関するもの以外特に問題ないと考えられる。また後者の相違点について、
「生産者」を「業務上の拠点」と「自然人」と分類することの意義は、法律や規制的な問題を
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別にすると、サービス提供の期間・継続性についてさらに細かく識別することにあり、先述の
分類と違いはあるものの、内容的にコンフリクトを生じさせるものではないと考えられる。
（物理的な）財に体化可能なサービスもしくは情報ネットワークを通じ提供可能なサービス
は、サービスの消費者と生産者が直接会する必要はなく、別々の立地（国）にいたままでサー
ビスの生産と消費を行うことができる。ＩＴ革命によりこのようなサービス貿易は今後ますま
す拡大していくことが考えられる。しかしこれら以外のサービスは原理的にサービスの消費地
と生産地が一致しなければならない。つまり、生産者と消費者のうち少なくとも一方が移動す
る必要が生じる。多くの観光資源のように移動不可能な資源から生じるサービスの場合や、サ
ービスが輸入国では入手不可能でありかつ生産者が輸入国まで移動できないまたはその意図が
ない場合には、消費者が生産者のいる輸出国まで出向いてサービス供給を受けるしかない。し
かしそれ以外のサービスについては、生産者が海外の消費者の下に出向きサービス供給を行う
ケースがほとんどである。そこで輸入国でサービスを生産し供給するために拠点を設立するた
めに海外直接投資（ＦＤＩ）が生じる。サービス貿易の特徴は他にも考えられるが、ＦＤＩが頻
繁に伴うという特徴がもっとも重要なものとして挙げられよう。実際第Ⅲ節で紹介する
Deardorff（1985）では、サービス貿易の特徴を３点挙げているがうち２点はＦＤＩ関連のもので
ある。
第Ⅱ節　サービス貿易の動向
本節ではＩＭＦの Balance of Payments Statistics を利用して、1985～2001年のサービス貿易の
現状と動向を統計的に概観していく
5
。サービス貿易は大きく、輸送、旅行、そしてその他サ
ービスの３項目から構成されている
6
。
さらにその他サービスは、通信サービス、建設サービス、保険サービス、金融サービス、コ
ンピュータ・情報サービス、特許等使用料、その他営利業務サービスそして文化・興行サービ
スから構成される。ここではコンピュータ・情報サービス、その他営利業務サービス、文化・
興行サービスのみその内容に触れる。
コンピュータ・情報サービスは、居住者・非居住者間のコンピュータ・データやニュース関
連のサービス取引である。データベース・サービスやデータ処理サービス、ハードウェア・コ
ンサルティング、ソフトウェア関連サービス、コンピュータ・周辺機器の保守・修理、報道機
関等によるニュース関連サービス、新聞他定期刊行物への直接かつ少量の定期購読契約が含ま
れる。
文化・興行サービスは、①音響・映像関連サービス、②その他の文化・娯楽サービスに細分
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化される。音響・映像関連サービスは、フィルムもしくはビデオ・テープに記録した動画、中
継もしくはテープに記録されたラジオ・テレビ番組、そして音楽記録物のサービス料、関連料
金である。レンタルに対する受取・支払、居住者たる俳優、監督、プロデューサー（ないしは
国内での非居住者）の海外製作料の受取、特定地域内の限定的公開のためメディアに売却され
た配給権料もここに含まれる。演劇・ミュージカル製作、スポーツ・イベント、サーカス等に
伴う俳優やプロデューサー等への支払やこれら活動のテレビ、ラジオへの放映権料も含まれる。
その他の文化・娯楽サービスは、美術館、図書館、資料館その他の文化的、スポーツ関連、娯
楽的な活動のようなその他の対人サービス、文化サービス、娯楽サービスから成る。また通信
教育を含めた教師や医者によって海外に供給したサービス料も含まれる。
上述のように特に項目化されているサービス以外の居住者・非居住者間のさまざまなサービ
ス取引を網羅するのがその他営利業務サービスである。仲介貿易・その他貿易関連、オペレー
ショナル・リース、その他業務・専門サービスの３項目から構成される。仲介貿易・その他貿
易関連に含まれるのは、①居住者である商人、商品ブローカー、ディーラーおよび代理店等と
②非居住者との間の財・サービスの仲介貿易の手数料である。なお仲介貿易とは、国内で居住
者が非居住者から財を購入した後その財を他の非居住者に再販売する取引を意味する。オペレ
ーショナル・リースには、金融的リースを除くリース料および乗員が含まれない船舶、航空機、
そして鉄道や自動車等輸送機器のチャーター料が含まれる。その他業務・専門技術サービスと
は、法務・経理・経営コンサルティング、広告・市場調査、研究開発・実験、建築設計、農
業・鉱業指導、翻訳・通訳等を含む専門技術サービスに関する居住者・非居住者間の取引であ
る。
政府サービスは通常、その他サービスに含まれるが、以下別項目として扱い統計データを概
観していく。
なおＩＭＦに限らず、各種機関が公表しているサービス貿易統計の多くに問題点があること
が指摘されている。たとえば佐々波＝浦田（1990）ではＩＭＦの貿易外収支統計の問題点として、
①新しいサービス産業の取り扱い、②サービス貿易価格の評価、③要素所得と非要素所得の分
離の困難さ、④海外子会社（非居住者）の取り扱い、⑤中間投入サービスとして用いられたサ
ービスの評価、を挙げている。また Stern（1985）もサービス貿易に関するよりよいデータ入手
のために、より適切なサービス分類と各国のデータ報告方法の開発が必要であると指摘してい
る。いずれも大きな問題点であり、今後の議論が待たれる。しかしこれらのなかでも受入国で
居住者とされたＳＭＮの海外拠点の経済活動がサービス貿易として計上されない問題の影響は
非常に大きい。第Ⅰ節で議論したようなサービス特性ゆえにＳＭＮの海外拠点の活動成果をサ
ービス貿易として計上すべきか否かは非常に難しい議論である。しかしながら数多くのサービ
ス企業が多国籍化しており、しかもそのなかには統計上は対象とされないサービス業種の企業
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も数多いという今日の状況を鑑みると、仮に統計に含めないとしても、国際的なサービス・ビ
ジネス活動は統計に現れる数字以上に大きいといえる。
サービス貿易全体の動向
1985年に約4000億ドルだった全世界のサービス輸出額は、2001年には約１兆5000億ドルへと
拡大している。16年間で約3.75倍に増加したことになる。同期間の年平均成長率は約9.1％であ
るが、80年代後半と比べ90年代以降成長はやや減速化している。同様に財貿易について、世界
輸出額は85年の約１兆8000億ドルから2001年には約６兆700億ドルまで拡大している。16年間
で約3.37倍増加し、年平均成長率は約8.3％である。サービス貿易と同様に、財貿易も80年代後
半と比べるとやや変動はあるものの、90年代以降成長率は相対的に鈍っている。このように世
界全体レベルでみると、財貿易、サービス貿易はともに、90年代に入りその成長はやや鈍化し
ているが全体としては順調な成長をみせており、この約15年間ほぼ同じパターンで推移してい
るといえる。
輸出額からみたサービス貿易の規模は、2001年時点で財貿易の約４分の１である。上述のサ
ービス貿易および財貿易の同期間の年平均成長率にみられるわずかな格差からも理解できるよ
うに、貿易全体に占めるサービス貿易の割合は少しづつだが拡大しているといえる。
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項目別サービス貿易の動向
上述のように、ＩＭＦのサービス貿易統計は輸送、旅行、政府サービス、その他（民間）サ
ービスの４項目より構成されている。各項目の輸出額の推移は、図表2-2の通りである。輸送
は1985年の1298億ドルから2001年には3421億ドルへと増加した。旅行は同1078億ドルから同
4536億ドルへ、政府サービスは同351億ドルから同501億ドルへ、そしてその他サービスは同
1285億ドルから同6469億ドルへとそれぞれ拡大している。
なお輸送は、1987年データまでは貨物、その他輸送の２つの下位項目から構成されていたが、
1988年データより旅客、貨物、その他輸送へとより細分化されている。1988年の旅客、貨物、
その他輸送の世界輸出額はそれぞれ360億ドル、836億ドル、477億ドルであったが、2001年ま
でに同743億ドル、1275億ドル、844億ドルへと成長した。輸送は経済活動のグローバル化とま
さに車の両輪のごとき関係にあると考えられる。それゆえ輸出額の順調な成長は当然のことと
考えられるが、逆にみると伸び率、特に貨物輸送の伸び率は意外に低い。貨物輸送は財貿易と
密接に関係しており、財の貿易量が増えれば輸送量もそれだけ増加する。財の輸出額は、88年
の約２兆7000億ドルから2001年には約６兆700億ドルへと約225％増加しているが、貨物はわず
か152％増に留まっている
7
。
ここで注目すべきは、各項目のサービス構成比の推移である。1985年時点のサービス輸出額
の構成比は輸送32％、旅行27％、政府サービス９％、その他サービス32％であった。それが
2001年にはそれぞれ23％、30.5％、３％そして43.5％へと推移している（図表2-3参照）。この
ようにサービス貿易全体に占めるその他サービスの割合が増大傾向にある。輸送、旅行に比べ
その他サービスには我々が、ビジネス上であれ私生活であれ、日常的かつ直接的に享受するサ
ービスが多く含まれている。つまりサービス貿易全体に占めるその他サービスの重要性の増大
は、より広範なサービス・ビジネスの国際化がますます進展していることを意味している。
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先進国・発展途上国とサービス貿易
最後に先進国と発展途上国に分けた上でサービス貿易の動向を概観しよう。先進国の場合、
85年の輸出は3052億ドル、輸入は2884億ドルが2001年にはそれぞれ１兆720億ドル、１兆336億
ドルへと拡大している。同様に途上国の場合輸出は954億ドルから4202億ドル、輸入は1415億
ドルから4748億ドルへと拡大している（図表2-4を参照）。このように先進国、途上国ともに順
－ －173
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調にサービス貿易は成長しているといえる。先進国と途上国のサービス貿易額の比は85年に輸
出が 1:0.31、輸入が 1:0.49であったが、2001年にはそれぞれ 1:0.39、1:0.46へとシフトしてい
る。
次に貿易全体（財貿易とサービス貿易の合計）に占めるサービス貿易の割合をみてみよう。輸
出額ベースでみた場合、先進国は85年の19.7％から2001年には21.9％へと拡大している。同様
に途上国は14.8％から15.8％へとシフトしている。輸入額ベースでみた場合には、先進国は85
年の18.8％から2001年には20.4％へと拡大している。途上国は20.5％から18.9％へと縮小してい
る。
ここで特に注目すべきは、図表2-4でもすでに明らかなようにサービス貿易全体について先
進国は黒字傾向、途上国は赤字傾向がずっと続いているということである。そこで政府サービ
スを除くサービス貿易の項目別に先進国、途上国の収支動向をみてみよう（図表2-5参照）
8
。途
上国が黒字なのは旅行のみである。その他サービスについて、先進国が大幅な黒字、途上国が
赤字という状況が続いておりかつ拡大傾向にある。
－
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要約
この約15年間サービス貿易は、先進国、途上国ともに順調に拡大してきた。貿易全体に占め
るサービス貿易の割合は、同期間財貿易も順調な成長をみせていることもあり、そのスピード
は緩やかとはいえ着実に拡大している。しかも統計上サービス貿易に計上されないサービスの
国際取引やＳＭＮの経済活動の存在を考えると、国際経済活動に占めるサービス・ビジネスの
重要性は統計上の数字から認識する以上に大きいことが理解できる。ここでは以下の２点を特
に指摘するに留める。
①先進国の役割の相対的な大きさ
途上国のサービス貿易額は先進国の４～５割である。財貿易のそれが５～６割であることを
考えると、先進国がサービス貿易にて果たす役割は相対的に大きいといえる。またサービス貿
易収支に関し、この約15年間一貫して先進国が黒字、途上国が赤字という傾向が続いている。
先進国、途上国ともにほぼ均衡しており、ときに途上国が黒字、先進国が赤字となる財貿易収
支と大きく異なる。これもサービス貿易における先進国の相対的な役割の大きさを示唆してい
るといえよう。またこれは途上国に対し先進国がサービス生産の優位性をもつことも示唆して
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いると考えられる。
②「その他サービス」の重要性の増大
本節では、政府サービスを除いたその他サービスを考えてきた。したがって実質的には輸送、
旅行を除く民間サービスとして位置づけることができる。サービス貿易に占めるその他サービ
ス貿易の割合が85年の30.6％から2001年には42.3％へと大幅に成長している。また貿易統計に
計上されないサービス業種のＳＭＮの存在も併せ考えると、これは先述のように我々の生活に
より身近かつ広範なサービスの国際取引がますます進展していることを意味している。なお浅
羽（2002）では民間サービス貿易進展の背景として以下の４点を挙げている。すなわち①先進国
を中心として進行しているサービス経済化、②通信・情報技術の発展とそれに伴うこれらのコ
ストの低下、③企業活動の国際化・グローバル化による生産拠点の海外への移転・設立、④よ
り多くのサービス業種での外資規制の緩和・自由化、である。これらの傾向は今後も進展する
と推測されることから、その他（民間）サービスがサービス貿易の中心となることは確実だと
考えられる。またサービス貿易収支について先進国が黒字、途上国が赤字傾向にあることも既
に指摘しているが、このその他（民間）サービス項目の寄与がもっとも大きいことにも留意す
べきであろう。
第Ⅲ節　比較優位とサービス貿易
統計的に把握されているサービス貿易額は、財貿易の約４分の１である。しかし、統計的に
把握されていないもの、財貿易として把握されてしまっているもの等があり、実際のサービス
貿易額は統計的に把握されている額よりもかなり大きいと考えられる。また、経済成長に伴う
サービス経済化の世界的進展、サービス貿易自由化の進展、ＩＴ革命等によるサービスの貿易
可能性の拡大等により、サービス貿易は今後も拡大を続けると予測される。貿易に占めるサー
ビス貿易の重要性がますます増大していくことを考えると、サービス貿易に対する理論的な説
明・検討は焦眉の課題と考えられる。もちろん、これまでにもサービス貿易に関する理論研究
は行われてきたが、財貿易を（少なくとも暗黙の）前提とした理論研究に比べると、量的な少な
さは否めない。サービス貿易の理論研究に関する課題は数多く挙げられるが、ここでは従来の
貿易理論との論理的な整合性に焦点を当てることとする。
貿易理論は、まず①有力な単独モデルが開発され、②その単独モデルをベースにした総合的
なフレームワーク内で国際貿易のさまざまな側面を説明する多種多様なモデルが生み出され
る、そしてこの①と②のプロセスが繰り返される、というパターンをとって展開してきた
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歴史的には、絶対優位理論に始まり、比較優位理論、さらにそれを拡張した要素賦存理論、技
術格差、規模の経済、不完全競争等を取り入れた貿易理論へと発展した。本節では、数多くあ
る貿易理論のなかでも特に重要と考えられる比較優位理論とヘクシャー＝オリーン理論のサー
ビス貿易に対する理論的整合性について、Deardorff（1985）をベースに検討する。
比較優位理論
２国２財を想定した場合、ある国が別の国に対し両方の財について絶対優位をもつ場合、貿
易は起きるのであろうか。もちろん絶対優位に基づく議論では、貿易は生じない。しかし、リ
カードの比較優位に基づく貿易理論は、このような状況でも貿易が生じうることを示してい
る。
絶対優位の議論と同じく２国２財（１要素）モデルを想定した場合、ある財の（国内）比較
生産コストが、相手国の（国内）比較生産コストよりも低い場合に、比較優位を有する。すな
わち、Ａ国とＢ国が存在し財１と財２を生産・消費しているという２国２財モデルを想定し、
α 国の財ｉに対する生産コストＣαiで表すとすると、
Ｃa1/Ｃa2 < Ｃb1/Ｃb2
の場合、Ａ国はＢ国に対し財１について、Ｂ国は財２について比較優位をもつ。そして財１を
基準とした貿易価格Ｐ=Ｐ1／Ｐ2が、
Ｃa1/Ｃa2 < Ｐ < Ｃb1/Ｃb2
であれば、Ａ国は財１に、Ｂ国は財２に生産特化し貿易を通じ交換することで、両国の経済厚
生は、貿易開始以前に比べ高まる。
たとえば次のような状況を想定しよう。ここでは生産要素は労働のみであり、各財の生産コ
ストは、労働量で測られるものとする。
生産１単位当たりの労働コスト
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この場合、Ａ国は財１、財２ともに、Ｂ国に比べ労働コストが低いので絶対優位をもっている。
Ａ国の比較生産コストはＣa1/Ｃa2 = 2/3 、Ｂ国の比較生産コストはＣb1/Ｃb2=２なので、Ａ国は
財１に、Ｂ国は財２に比較優位をもつ。2/3 <Ｐ<２ならば、両国とも貿易以前に比べ、比較劣
位財をより安く入手可能となる。たとえばＰ=1.5ならば、Ａ国では貿易開始以前は財２を１単
位購入するのに財１が1.5単位必要であったが、貿易により2/3単位で購入可能である。同様に
Ｂ国は、以前は財１を１単位購入するのに、財２が２単位必要であったが、貿易により1.5単
位で購入可能となる。したがって、各国ともに貿易により比較劣位財をより安価に購入でき、
絶対優位の議論同様に、それぞれが比較優位財に生産特化することで全体としての生産量（＝
消費量）を増加させることができ、各国とも経済厚生を向上させることができる。
ヘクシャー＝オリーン理論
リカードの比較優位理論では、生産要素は労働の１種類のみ、さらに労働投入係数は生産量
に対し一定である、という仮定の下で議論が行われた。しかし現実には、労働以外にも生産要
素は存在し、また要素価格の変化に対し生産者は投入要素の組み合わせを変更することで対応
するので、投入係数も一定ではない。
ヘクシャーとオリーンは、２国２財２要素モデルに拡張し、比較優位の源泉について分析を
行った。その結論が、各国は賦存量が相対的に豊富である生産要素をより集約的に用いる財に
比較優位をもち、その財に生産を（不完全）特化させ輸出を行うという、今日よく知られてい
るヘクシャー＝オリーン定理である。生産要素は、資本と労働の２種類だとすると、資本の賦
存量が相対的に多い国は資本集約財に比較優位をもつ。逆に労働の賦存量が相対的に多い国は
労働集約財に比較優位をもつ。つまり、比較優位の源泉を、リカードは各国の技術の違いに求
めたのに対し、ヘクシャーとオリーンは各国の要素賦存の違いに求めたのである。
以上が比較優位理論およびそれを拡張したヘクシャー＝オリーンの要素賦存理論の要旨であ
る。第Ⅰ節で論じたようにサービスのなかには、財に体化できるサービスもしくはさまざまな
遠距離コミュニケーション手段を用いて提供できるサービスがある。このようなサービスの場
合、サービスの消費地でサービスを生産しなければならないという制約条件を回避することが
できる。したがって、少なくとも論理的には、サービス生産に比較優位をもつ国でサービスを
生産し輸出することが可能である。したがって、このようなサービスの貿易に対する比較優位
理論の論理的整合性は特に損なわれないと考えられる。逆にいえば、上記以外のサービスにつ
いては検討の必要性があるということである。
Deardorff（1985）は、比較優位理論の妥当性の検討を要するサービス貿易の特徴として以下の
３点を挙げている。
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①財貿易から派生するサービス貿易もある
財貿易の副産物として生じるサービス貿易も存在する。輸送、貨物保険、貿易金融などの貿
易サービスがそれに当たる。このようなサービスは、サービス全体のうちのほんの一部である
が、比較優位理論のある理論的前提を満たせない特徴があることから、理論的再検討の余地が
あると考えられる。
第１に、比較優位は通常貿易開始前の価格に基づいて測定される。しかしながら貿易サービ
スはその性質上、貿易が行わなければその需要もない。それゆえ貿易開始前価格が存在しない
ので、貿易サービスの比較優位を示す指標をなにか別のものに求めなければならない
10
。貿易開
始前価格がかなり明確な生産要素を用いて貿易サービスが生産されるならば、貿易開始前の要
素価格から最低生産コストを導き出すことで比較優位を測定することが、一つの可能性として
考えられる。しかしながらこの方法も、貿易サービスを生産する際に生じるであろう需要を貿
易前要素価格が反映していないという問題がある。
第２に、比較優位理論も含め多くの貿易理論が、需要条件は国家間で同一であるという仮定
の下で議論を行っている。つまり、消費者が同一価格に直面した場合、国が異なっても同じ比
率で需要の変化が生じるということである。しかし貿易サービスに対する需要は明らかに、そ
の価格以上に、財の貿易量に依存すると考えられる。もしこの仮定を用いないで議論を進める
場合には、相対的な貿易開始前価格の比較に需要格差を組み込むことになる。しかし上述のよ
うに貿易サービスの場合、明確な貿易開始前価格は分からないのである。
いずれの場合も貿易開始前価格の測定が困難なことに由来する問題である。その結果、次の
ようなことがおこりうる
11
。ある国が、輸送サービスに対しコスト優位を有しているとする。通
常の比較優位理論からすると、いったん貿易が開始されたならば、同国はネットでの輸送サー
ビスの輸出国になるはずである。しかし同国が、世界市場よりきわめて遠隔地に立地したとし
よう。その結果貿易が開始されたなら同国は、輸送サービスに対し通常では考えられないほど
大きな需要者になりうる。同国は、輸送サービスに比較優位をもちながらその輸入国となる可
能性もあるということである。ここでは、貿易開始前の輸送コストに、同国の世界市場からの
遠隔立地という要因は反映されていないということに問題があるのである。
以上のように、貿易サービス貿易に対する比較優位理論の妥当性の検討が必要になる
12
。ここ
で Deardorff（1985）は、すべての貿易がその港を通過しなければならないという唯一の世界港
（single world port）を想定したｎ国ｍ財１（貿易）サービス・モデルを構築し、完全競争、顕示
選好の弱公理、利潤最大化、貿易均衡といった貿易理論で一般的に用いられる仮定の下で議論
を展開している。同モデルで比較優位理論の妥当性を支持するためには不等式
ｐaＴf＋ｑaＶf≦０
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ｐa：貿易開始前の財価格
Ｔf：自由貿易状態における財の輸出量
ｑa：貿易開始前の貿易サービス価格
Ｖf：自由貿易状態における貿易サービス輸出量
が証明されればよい。同式が意味するところは、全体として貿易開始前価格に基づいて計算さ
れた財とサービスの合計輸出額が、合計輸入額よりも小さいということである。議論の結果上
記の不等式は証明され、比較優位理論の妥当性が疑われた貿易サービスの貿易について、いか
なる貿易パターンが生じうるかを示す指針としての比較優位理論の有効性が特に損なわれるこ
とはないということが示された。
②サービス貿易は国際的要素移動を多く伴う
これは第Ⅰ節で議論したように、不可分性と消滅性という性質ゆえに、すべてではないにし
ても多くのサービスで、消費地と生産地が一致しなければならない。生産者が海外の消費者の
下に出向いてサービス供給を行う場合、ＦＤＩ、つまり生産要素の国際移動が伴うことになる。
また財に体化可能なサービスや情報ネットワークを通じ提供可能なサービスも、原理的にはサ
ービス貿易について生産者と消費者の移動は必ずしも必要でないが、消費者の獲得、満足度の
向上等のためにサービス輸入国に活動拠点を設けサービスを生産・供給することも多い。
労働力と資本を生産要素として組み込んだ貿易理論の基本モデルは多いが、サービス貿易の
多くにＦＤＩが伴うことは、労働力、資本のいずれか場合によっては両方が輸出国から輸入国
へ移動することを意味している。もっともサービス貿易の第３の特徴で示される通り、サービ
ス貿易とともに生産要素の国際移動が必ずしも生じるわけではない。しかし、ＦＤＩそして生
産要素の国際移動がサービス貿易によく付随して起きることは事実であり、多くの研究者から
サービス貿易の重要な特徴と認識されてきた。
この特徴よりサービス貿易に対する比較優位理論の妥当性について検討する必要性があると
考えられる。しかし Deardorff（1985）は、サービスに関連あるか否かに関わらず、国際的要素
移動は比較優位理論ともともと適合していると主張している。もちろん国際的要素移動のため、
比較優位から生じる財の貿易パターンに影響を及ぼしうるのは事実である。比較優位から考え
ると本来輸出されるはずのものが、国際的要素移動のために輸出量が減少、場合によってはゼ
ロとなることもある。しかし、輸出される財・要素の貿易開始前価格が、輸入国における価格
よりも平均的に低い限り、財貿易であれ要素貿易であれ比較優位理論に一致しているといえる。
よって、サービス貿易にはしばしばＦＤＩ、国際的要素移動を伴うからといって、比較優位理
論の妥当性が失われることはない。資本輸出が必要な種のサービスを輸出する国は資本も相対
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的に安いと期待される。同様に、貿易のためにはある特定の労働力の移動を必要とするサービ
スならば、この労働力が容易に入手可能なこれらの国がそれらを輸出する可能性がもっとも大
きいだろう。
また現実世界では、思いもよらない貿易パターンをとる特定の財、サービス、要素の貿易が
存在する。この原因は通常、①他の決定因の重要性がより大きいか、②別の財・サービスとの
補完関係が存在するかである。つまり一見すると比較優位理論に反した貿易パターンをとるサ
ービス貿易が存在したとしても、その原因が上述のいずれかに当てはまる場合には、それはサ
ービスのみではなく、財や要素の貿易でも同様のことが生じる。したがって、サービス貿易の
みが比較優位理論に反しているとするのは適切でないと考えられる。また以上の場合、比較優
位理論が当てはまらないと考えるよりも、比較優位の適切な測定に失敗していると考えるべき
である。比較優位の測定には、実際に生じている貿易のすべてを考慮に入れなければならない
からである。
いずれにしても、サービス貿易にＦＤＩが伴うからといって、比較優位理論の妥当性が損な
われることはないと考えられる。
③不在生産要素「マネジメント」が存在する
前節で議論したように、サービスがもつ不可分性と消滅性という性質ゆえに、サービス生産
者は消費国（輸入国）で生産・供給活動を行うためＦＤＩを通じ活動拠点を設立しなければなら
ず、それに伴いサービス貿易には国際的要素移動が頻繁に伴うということがサービス貿易の重
大な特徴として、多くの研究者が指摘してきた。しかし、近年の多国籍企業（ＭＮＣ）の経営活
動や研究からも明らかなように、ＦＤＩが国際要素移動、特にサービスの輸出国から輸入国へ
の移動、を必ずしも伴わない。確かに外国に活動拠点を設けるということは、さまざまな生産
要素を調達しそこに「存在」させることが必要である。しかし、それら生産要素が本国（サー
ビス輸出国）から持ち込んだものである必然性は必ずしもない。受入国（サービス輸入国）や
第三国の市場で調達した要素でもかまわないのである。このような場合果たして、サービス輸
出国から輸入国へ生産要素の移動（貿易）が生じたということができるのであろうか。
つまり、サービス貿易にＦＤＩが頻繁に伴うのは事実だが、だからといってそれがサービス
の輸出国から輸入国への要素移動が必ず伴うとは限らない。②で論じたように、サービス輸出
国から輸入国への生産要素の貿易パターン自体は、比較優位理論に基づいて説明可能である。
しかし、実際にサービスを輸出しようという企業が上述のように輸入国でサービス生産に用い
るための要素を現地や第三国の市場から調達する場合、比較優位理論から推測されるサービス
貿易に伴う国際的要素移動のパターンとは異なってくる。したがって、ここにサービス貿易に
対する比較優位理論の妥当性への疑いが生じる可能性がある。グローバルな視点からもっとも
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最適な市場から生産要素やインプットを調達するグローバル・ソーシング活動を多くの企業が
推し進めている現在、これが意味するところの重要性はますます大きくなっているといえよう。
それゆえ、Deardorff（1985）は、②のように要素貿易としてサービス貿易を類型化するのはあま
りに単純すぎ誤解につながりうるとし、別解釈を提示している。
極端なケースであるが、受入国でサービス生産に利用するために本国から持ち込んだ生産要
素が皆無の場合、得られた収入すべてが現地ないしは第三国より調達された要素に対し支払わ
れることになり、本社側が収入を手にすることはない。すなわち本来サービスを輸出している
と考えられる生産者への代価の支払いが生じないので、これを国際取引として捉えること自体
が問題となる。そこで本社がサービス貿易の代価として収入を得るためには、受入国および第
三国の要素市場では調達不可能な、可能であってもコスト的に不利な要素の存在が必要となる。
つまり本社からの供給のみが可能もしくはコスト的に有利な、受入国での生産活動の収益性に
貢献する何らかの要素が存在すると考えられる。そのような要素として、当該企業のみがアク
セス可能な、独自のマネジメント手法、占有する製品やブランド・ネーム、生産技術等が考え
られる。これらのうち無形要素については、独自のノウハウや技術等、その多くがヒトという
経営資源に体化されることで初めて利用可能な要素である。そのような要素の場合、当該要素
を有する本社の人物が、何らかのコミュニケーション手段を通じて輸入国におけるサービス生
産に対し要素を供給することが可能である。すなわち輸入国のサービス生産現場に存在しなく
ともその生産に貢献可能な要素「不在生産要素（absent factors）」を、Deardorff（1985）は一括し
て「マネジメント」と呼んでいる
13
。
これまでの議論を踏まえて、サービス生産には消費者の存在が必要だが、すべての生産要素
が生産現場に存在する必要性は必ずしない、といえる。Deardorff（1985）は２国２財（財とサー
ビス）２要素（マネジメントと労働）という基本的なヘクシャー＝オリーン・モデルを構築し、
不在生産要素「マネジメント」が介在するサービス貿易の説明に対する比較優位理論の妥当性
を検討している。財の１つがサービスであり消費地（輸入国）で生産される必要性がある点、
そして生産要素の１つが資本ではなく、生産現場に存在しなくとも要素サービス供給か可能な
マネジメントである点を除けば、通常のヘクシャー＝オリーン・モデルとまったく同一であ
る。
２国、Ａ国とＢ国が存在し、Ｂ国よりもＡ国の方がサービスの貿易開始前の相対価格が低い、
つまりサービスに比較優位をもつと仮定する。同一の相似拡大的な（homothetic）需要と同一の
技術を前提とするなら、サービスがマネジメント集約的ならばＡ国は相対的にマネジメント要
素が豊富であり、サービスが労働集約的ならばＡ国の労働賦存量は大きいということである。
いずれも当てはまらなければ、価格格差の原因は技術格差であると考えられる。そこで
Deardorff（1985）では、（1）サービスがマネジメント集約的な場合、（2）サービスが労働集約的な
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場合、（3）国家間で技術格差が存在する場合、の３のケースを想定して、不在生産要素が介在
するサービス貿易の説明に対する比較優位理論の妥当性を検討している。
（1）サービスがマネジメント集約的な場合
この場合、Ａ国がサービスに比較優位をもっていると仮定しているので、Ａ国はマネジメン
トの、Ｂ国は労働の要素賦存がより豊富なはずである。よって貿易開始以前では、Ａ国のマネ
ジャーの給与はＢ国のそれよりも安く、Ｂ国の労働賃金はＡ国よりも安いと考えられる。ここ
で、Ａ国のサービス生産者はＢ国に活動拠点を設立する形でサービスを輸出するインセンティ
ブをもつ。なぜならば、相対的に安いＡ国内にいるマネジャーとＢ国の労働をともに利用可能
だからである
14
。このケースは比較優位理論に反しないと考えられる。
（2）サービスが労働集約的な場合
サービスが労働集約的な場合、Ａ国の相対価格の低さは、労働が豊富だからに違いない。基
本的に（1）のケースと同じであるが、サービス貿易に対するインセンティブが異なる。
労働が豊富な結果、貿易開始以前にＡ国で相対的に安いのは（1）のケースとは異なり、労働
に対する賃金である。このケースでは、Ａ国がサービスに対する比較優位を持っているが、Ａ
国のサービス生産者はＢ国市場に参入しようとはしない。Ｂ国で活動拠点を設立してサービス
生産・供給を行う場合、相対的に給与の高いＡ国のマネジメントと同様に相対的に賃金の高い
Ｂ国の労働をともに用いなければならず非経済的だからである。Ａ国において安価なＡ国の労
働とＢ国のマネジメントを利用しより経済的にサービス生産・供給可能なＢ国のサービス生産
者が逆にサービス輸出に対するインセンティブをもつことになる。結果的に、Ａ国は今やサー
ビスを輸入し、自国の労働や財Ｘの輸出で輸入対価を支払うことになる。このように、労働が
稀少なため貿易開始以前にサービス価格がＡ国より高いにも関わらず、Ｂ国がサービスを輸出
することになり、比較優位理論に反することになる。この原因は、労働の国際移動はできない、
そしてサービスは消費地で生産されなければならないという仮定のために、サービス産業にお
ける直接的な競争が排除されてしまったからである。
しかしながら、もともと国際移動可能な要素はマネジメントのみであり、Ｂ国により豊富に
存在する不在生産要素・マネジメントが提供する要素サービスが、貿易開始により輸出される
ので比較優位理論には矛盾しないという解釈も成り立つ。実際に貿易されるのはサービスでは
なく、マネジメントが提供する要素サービスだということである。つまり比較優位の源泉とな
りうる要素はこの場合、マネジメントのみと考えられる。（1）、（2）いずれのケースにおいても、
貿易開始前のマネジメントの相対的給与がより低い国によってサービスが輸出されているのだ
から、比較優位には矛盾しないのである。また別の解釈として、貿易自体にではなく、その貿
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易の要素構成（factor content）に注目した解釈も考えられる。サービスの海外生産活動において、
その要素構成上もっぱら重要なのはマネジメントであり、マネジメントが豊富な国がサービス
輸出を行うという解釈すれば、比較優位理論に矛盾しないと考えられる。
（3）国家間で技術格差が存在する場合
二国間の要素賦存は同一であるが、Ｂ国とは異なったサービス生産技術をＡ国が持っている
ために貿易開始前価格が異なると仮定する。Ａ国がヒックス技術優位を持っており、貿易開始
前のサービスの相対的な価格について、Ａ国の方がより低いとする。この状況では、サービス
の海外生産を行った場合、外国においてもこの技術が利用可能か否かに関する仮定が重要にな
るが、ここではある国のマネジャーは自身の国の技術を修得しており海外生産においても利用
可能だと仮定する。
貿易開始以前、もし二国間に価格差が存在しないとすると、優れたサービス生産技術をもつ
Ａ国の財・サービスの合計生産量に占めるサービス生産量の割合は、Ｂ国のそれよりも大きく
なるはずである。したがって、Ａ国の貿易開始前のサービス価格はＢ国よりも低くなり、需要
条件が二国間で同一であれば、Ａ国で生産・消費されるサービスの相対量はＢ国よりも大きく
なると考えられる。これにより財Ｘの単位数で測定されるＡ国のマネジメントに対する給与は
Ａ国の技術優位の分だけＢ国よりも高くなる。つまり当初の要素価格に国際的格差はなかった
が、技術格差が要素価格格差を生み出したことになる。このような状況の下で貿易が開始され
れば、サービスの貿易開始前価格が低いＡ国は明らかにＢ国にサービスを輸出するだろう。
この場合、貿易開始前のサービス価格がより低いＡ国がサービスを輸出するので、比較優位
理論との整合性は保たれていると考えられる。ただし貿易開始前のマネジメントの価格はＡ国
の方が高いにも関わらずＡ国がマネジメントの輸出をするので、（2）のケースにおいて比較優
位理論の矛盾を解消するため用いた解釈とは矛盾することになる。よってこのモデル上で一貫
した解釈が成り立たないと考えられる。
以上のような議論を展開し、比較優位理論、ヘクシャー＝オリーン理論はサービス貿易に対
しても概して有効であると Deardorff（1985）は結論づけている。ただし不在生産要素が存在し
かつ国家間で技術格差が存在するケースにおいて比較優位理論との矛盾が見出されている。し
かしながらこの議論に対し Jones（1985）は、確かにＡ国のマネジメント価格はＢ国よりも高い
が、より高い技術水準を背景にマネジメント水準がより高いことを考えればむしろ相対的に安
く、それゆえ Deardorff（1985）が見出した矛盾は解消されることを示した。
Deardorff（1985）以外にも、Hindley=Smith（1984）、Melvin（1985）などサービス貿易に対する比
較優位理論の適用可能性に触れている研究が存在するが、いずれも比較優位理論は概して有効
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である、と論じている。財に体化可能なサービスおよび情報ネットワークを通じて提供可能な
サービスの貿易については少なくとも比較優位理論の論理的整合性が失われることはない。さ
らにこれらに当てはまらないサービス貿易についても同理論の論理的整合性が大きく損なわれ
るような点は少なくとも現時点で見出されておらず、その有効性は維持されていると考えられ
る。
サービス貿易研究に関する若干の考察～結びにかえて
今後国際経済活動に占めるサービス貿易の重要性は増大していくだろう。このような認識の
下拙稿は、サービス貿易とはなにかおよびいかなる特徴があるのか、そして財貿易を主たる説
明対象とした従来の貿易理論はサービス貿易に対しても有効なのか、特に論理的矛盾が存在し
ないか、についてまだ若干ではあるが考察した。特に後者の問題については論理的整合性が確
認できなければ、サービス貿易に関する新たな理論構築が必要となり重大な課題と考えられる。
拙稿では Deardorff（1985）をベースに、比較優位理論とその拡張理論であるヘクシャー＝オリ
ーン理論（要素賦存理論）についてその有効性を検討した。両理論は数ある貿易理論のなかで
も特に基本的なものと位置づけられるとはいえ、他の貿易理論についてはまだ考察を済ませて
いないので、他の貿易理論についても今後考察しなければならない。またそのなかでサービス
貿易の説明に特にフィットした理論を見出すことも期待される。いずれにしても、国際経済取
引におけるサービス貿易の重要性はさらに強まることから、体系的なサービス貿易研究の発展
が期待される。最後に今回の議論を通じ直接・間接に気づいたサービス貿易研究の方向性を述
べることで、拙稿の結びとかえたい。
①生産者サービス貿易の経済効果および動態的貿易理論に関する研究の必要性
拙稿では従来の貿易理論をサービス貿易に適用した場合の論理的整合性を考察することを主
たる目的の１つとし、サービス貿易の経済厚生の検討については今回の議論の対象とはしなか
った。そのため第Ⅰ節では、これを意識し特にサービス貿易の形態に基づいたサービス貿易の
分類を提示した。しかし、他の分類を提示し議論を展開している研究も数多く存在する。もし
サービス貿易による経済厚生（効果）を考察しようとすれば、誰を対象としたサービスかによ
る分類、つまりサービス消費者に基づいた分類の重要性が特に高まる
15
。民間サービスに限って
議論するなら、より具体的に（最終）消費者サービスと生産者サービスに分類される。
たとえばより効率的かつ大量に商品を販売するための経営手法をもった外国企業の小売サー
ビスを「輸入」したとしよう。その結果、直接便益を享受するのは当該国の消費者であるが、
－ －185
山形大学紀要（社会科学）第34巻第１号
間接的には自社の商品をその店舗で「貿易」開始以前に比べより大量に販売してもらう当該国
のメーカーにも便益が生じる。この場合、サービス貿易を通じ輸入国の流通システムがより効
率化、高度化されたことになる。このような輸入国経済システムへのインパクトは、生産者サ
ービスの方がより直接的である。たとえば外資系コンサルティング・サービスを利用し、より
高度な経営手法・ノウハウ、生産技術を導入することで各企業の生産性を高める。建築サービ
スの輸入により、国内業者では技術的に無理であったより高度なインフラ整備が可能になる。
等々。その例は枚挙にいとまがない。このような個々の事例の蓄積の結果、輸入国の生産関数
自体を高度化し貿易パターン、国際分業形態にまでインパクトを及ぼす可能性さえある。
Jones and Kierzkowski（1990）などこのような視点に基づいた研究成果もすでに存在するが、今
後さらに充実させ、最終的には動態的な貿易理論の構築が期待される。
②貿易理論に実際の企業の国際経営活動を組み込む必要性
すでに繰り返し述べてきたことだが、サービス貿易の主要特性の１つにＦＤＩとの密接な関
連性が挙げられる。また Deardorff（1985）における不在生産要素は多くのＦＤＩ理論で論じら
れている企業特殊的優位の情報的資産と類似している。これら資産は多くのＦＤＩ理論におい
て公共財的な性質を有しているとしているが、Deardoff 自身は、不在生産要素は公共財ではな
いとしている。これは競争状態を仮定するためにそのような位置づけを行っているのであり、
実際の議論に重大な違いはみられない。
また貿易理論はなぜ国際的な経済取引を生じるのかの一般的説明を、ＦＤＩ理論は現実の国
際的取引においてどの取引形態が選択されるかを説明することを目的としている。その意味で
両者は補完的な関係にある。ただし、財、サービスに限らず世界貿易の多くをＭＮＣの企業内
貿易ないしはＭＮＣが関連する貿易が占める今日の状況を考えると、ＦＤＩ理論の成果を組み
込んだ貿易理論や企業の国際経営活動の特徴やパターンをより組み込んだ貿易理論の構築に取
組む必要があると考えられる。
本研究は、平成13～15年度日本学術振興会科学研究費補助金（基盤研究（Ａ）、研究者代表江
夏健一、課題番号13303010）の成果の一部である。
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1 Hill（1977）では、経済主体間で交換不可能なのでサービスを「無形財」とするのはきわめて
不適切だとしている。
2 ここで示したサービスと財の４つの相違点は、理論的すぎる、現実世界を簡略化しすぎてい
るという批判もある。たとえば、Lovelock and Wright（1999）では「より実務的な観点」より、
（1）顧客はサービスの所有権を得ることはない、（2）サービス・プロダクトとは無形のパフォ
ーマンスである、（3）顧客はサービスの生産プロセスに深く関与する、（4）他の人々の存在が
プロダクトを部分的に形成することがある、（5）インプットとアウトプットには大きな変動
性がある、（6）サービスの多くは顧客による評価が困難である、（7）通常は在庫が存在しない、
（8）時間の要素が相対的に重要である、（9）デリバリー・システムには物理的チャネルと電子
的チャネルがある、の９点を指摘している。これらは（サービス）マーケティングの視点か
ら挙げられた特性であるが、サービス貿易もしくはサービス・ビジネスの国際化を議論する
上で関連あるものもある。
3 Hill（1977）, p.330で提示されている表では、さらに「Permanent－Transitory」、「Reversible－
Irreversible」という分類基準を用いより細かいサービス分類を行っている。
4 生産者ではなく生産要素の移動とする分類もあるが、同様の観点からの類型化なのでここで
は一括して扱う。
5 1970～80年代のサービス貿易動向を分析しているものとして Stern（1985）などが挙げられる。
6 サービス貿易の構成項目については、ＩＭＦ（1993）を参照。
7 この理由については詳細な分析は行わないが、国際貨物運賃の変動、産業の「軽薄短小化」
などが候補として考えられる。また、貿易に関係する貨物サービスの利用者が自国の業者を
利用した場合、サービス貿易は生じない。したがって、外国ではなく自国の貨物サービス業
者を利用する割合が増えたために、財貿易の増加ほどには輸送サービス貿易が増加しなかっ
たという可能性も考えられる。
8 ここでは統計上の問題により、たとえば輸送収支が先進国、途上国ともに赤字であり、また
各項目で先進国と途上国の収支合計がゼロにならない等の奇妙な状況も見受けられる。ここ
では国際機関分の収支は含まれていないものの、全体に占める割合は非常に小さいので無視
しても問題はないと考えられる。
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9 Buckley and Brooke（1992）邦訳、ｐ．２参照。
10 もちろん財の貿易が貿易サービスの貿易に先行して開始されるとすれば、貿易サービスの貿
易開始前価格は認識可能である。しかし理論的検討のための基本モデルで多用される２国２
財モデルでは、貿易取引される財が２つ、つまりこの場合財と貿易サービスが取引されるこ
とになるので、以上の仮定は有効でない。
11 Deardorff（1985）はこれ以外にも、貿易サービスに対する貿易規制が、規制から生じる損益の
財価格への転嫁を通じ、財の貿易パターンにも影響を及ぼしうるという問題点を指摘してい
る。しかし Deardorff 自身、それほど大きな影響は及ぼさないだろうとしている。
12 Deardorff（1985）はこれら以外にも貿易サービス貿易自体が明確に定義されていないという問
題点も指摘している。たとえば輸入国の業者が財貿易に伴う輸送サービスを提供していたと
する。問題はこの輸送サービスの購入者が輸出国側の財の売り手の場合にはサービス貿易が
生じることになる。しかし輸入国側の財の買い手が購入者の場合、サービス貿易は生じない。
輸送サービスの生産自体はどちらもまったく同じだが、貿易量に関する記録はまったく異な
ったものになる。
13 Deardorff（1985）のいう「マネジメント」は、数多くあるＭＮＣ理論における企業特殊的優位
（ないしは所有特殊的優位）に含まれるさまざまな情報的資産と類似する概念である。
Deardorff（1985）が指摘するように、これらの情報的資源を企業内の公共財と位置づけるＭＮ
Ｃ理論は多い。Deardorff（1985）によれば、「マネジメント」はこのような公共財ではなく、
「サービスが生産される場所に存在する必要はないという点を除いて、新古典派経済学の生
産関数における生産要素」とまったく同じであるとしている。
14 もちろんＢ国のサービス企業がＡ国の相対的に安価なマネジャーを雇用可能であれば、Ｂ国
のサービス企業についても同様のことがいえるが、ここではその可能性を排除し議論を進め
る。なお以下のケースにおいてもこの前提は同様である。
15 サービスを最終消費財、中間財そして資本財にサービスを分類した場合にも、類似した議論
の展開は可能であろう。
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